
市内公共施設の「いま」と「これから」 

第3回タウンミーティング 
令和元年１１月 

企画部総合政策課 



自治体が直面する課題 

人口減少・少子化・高齢化 

厳しい財政状況 

公共施設等の老朽化 

全国的な課題 



自治体が直面する課題 

新庁舎建設事業 

羽島市独自の課題 

 次期ゴミ処理施設の建設 

 市民病院の経営の維持 
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羽島市の人口 

※国立社会保障・人口問題研究所が、平成27年国勢調査人口を基礎として算定した「日本の地域別将来推計人口
（平成30年3月推計）」の結果 

◆総人口の推移 
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羽島市の人口 

◆年齢層別人口の推移 
人（％） 

  2015年 2045年 

総数 67,337  56,846  

0～9歳 5,917（8.8%） 4,150（7.3%） 

10～19歳 7,159（10.6%） 4,732（8.3%） 

20～29歳 6,282（9.3%） 4,820（8.5%） 

30～39歳 8,009（11.9%） 5,622（9.9%） 

40～49歳 10,295（15.3%） 6,811（12.0%） 

50～59歳 8,183（12.2%） 6,596（11.6%） 

60～69歳 9,758（14.5%） 8,042（14.1%） 

70～79歳 7,506（11.1%） 8,886（15.6%） 

80～89歳 3,530（5.2%） 5,063（8.9%） 

90歳以上 698（1.0%） 2,124（3.7%） 

2015年～2045年の30年間
での年齢層別の人口の推移 
 
 
 
60歳代までの全ての年代で
割合減少 
 
 
 
 
70歳代以上の全ての年代で
割合増加 



 市税は、消費税率の引上げに伴う景気動向や法人市民税率の引下げに伴う影響から減
少傾向見込み。  

△1.5 

+4.4 

羽島市の財政（歳入） 

修正点 
○「△1.5」の

「△」のみフォ
ントサイズを
12ｐｔに変更 

○ページ上部
の文章の、テ
キストボック
スサイズを大
きくした、フォ
ントサイズを
15ｐｔにした 

○歳入総額と主な歳入項目 
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（単位：億円） 

平成30年度⇒令和3年度の変化 
 
市税        約－1.5億円 



 人件費は、定員管理適正化計画に基づく職員数の増減や職員平均年齢の上昇に伴う増加見込み。 

 普通建設事業費は、新庁舎建設事業に伴う増加見込み（R1：19.7億円、R2：28.5億円、R3：1.1億円） 

+2.0 

+2.3 

+35.0 

+2.1 

羽島市の財政（歳出） 

修正点 

ページ右表内
の吹き出しの
サイズをそれ
ぞれ大きくし
た 

○ページ上部
の文章の、テ
キストボック
スサイズを大
きくした、フォ
ントサイズを
15ｐｔにした 
 

○歳出総額と主な歳出項目 

平成30年度⇒令和3年度の変化 
 
人件費        約＋2.0億円 
扶助費        約＋2.3億円 
 
 
平成30年度⇒令和2年の変化 
 
普通建設事業費  約＋35億円 0
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 財政調整基金は、人件費、社会保障関係費の増加等の全国的なトレンドに加え、新庁舎
建設事業、次期ごみ処理施設建設事業、病院事業会計への繰出金等のため、年々残高
は減少傾向 

 市債残高は、 新庁舎建設事業の本体工事費に係る発行を見込んでおり、（令和元年度
15.8億円、令和2年度23.8億円）地方債残高は増加傾向 

羽島市の財政（基金・市債残高） 

修正点 

○グラフ内の
吹き出しのサ
イズを大きく
した 

○ページ上部
の文章の、テ
キストボック
スサイズを大
きくした、フォ
ントサイズを
15ｐｔにした 

現在、白い四角
で隠されている
部分について、
元図から修正し
てもらうこと 

※印刷すると、
白い四角が表示
されてしまうた
め。 

○歳出総額と主な歳出項目 

△22.6 

+35.4 

財政調整基金残高 

臨時財政対策債 

110.0 
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総額 171.7 
189.4 

213.6 207.1 

0

50

100

150

200

250

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 

市債残高 

（単位：億円） 



羽島市における公共施設の「いま」 

公共建築物の構造別耐用年数 

構造 耐用年数 

木造 
（Ｗ造） 

24年 

鉄骨鉄筋コンクリート 
（ＳＲＣ造） 

50年 

鉄筋コンクリート 
（ＲＣ造） 

50年 

鉄骨造 
（Ｓ造） 

38年 

補強コンクリートブロック造 
（ＣＢ造） 

41年 

※参考「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」 

グラフエリ
アのサイズ 
高さ：10ｃｍ 
幅：17ｃｍ 
 
フォント：12
ｐｔ 

40年以上 
26.5% 

50,036㎡ 

30－39年 
34.9% 

65,870㎡ 

20－29年 
11.5% 

21,772㎡ 

20年未満 
14.2% 

51,184㎡ 

全体：188,862㎡ 

◆築後年数の割合（延床面積ベース） 

※Ｈ28.3 羽島市公共施設等総合管理計画より 
（以降のグラフ等についても同様） 



羽島市における公共施設の「いま」 

 公共施設の築後年数40年以上の割合は、平成２６年度時
点で26.5％でしたが、令和６年度には60％近い数値になると
予測されます。 

◆築後年数の割合（延床面積ベース） 

 多くの施設が一斉に建替えの時期を迎えており、中長期的
な視点に基づくマネジメントが必要です。 



羽島市公共施設等総合管理計画 

 平成28年3月 
  「羽島市公共施設等総合管理計画」を策定。 

 ○公共施設等の実態整理、将来更新費用の試算 
 
 ○更新等に係る課題の整理 
 
 ○マネジメントの基本方針、施設類型ごとの基本方針の 
       提示 

施設類型 
・コミュニティ施設     ・市民文化施設     ・社会教育施設 
・スポーツ施設        ・学校教育施設     ・子育て支援施設 
・福祉施設          ・保健・医療施設    ・行政系施設 
・公営住宅          ・防災施設         ・消防・水防施設 
・供給処理施設等      ・上・下水道施設    ・その他 



今後必要な公共施設の更新費用 
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1.コミュニティ施設 2.市民文化施設 3.社会教育施設 4.スポーツ施設 
5.学校教育施設 6.子育て支援施設 7.福祉施設 8.保健・医療施設 
9.行政系施設 10.公営住宅 11.防災施設 12.消防・水防施設 
13.供給処理施設等 14.上・下水道施設 15.その他 更新費用累計 

更新費用（千円） 更新費用累計（千円） 

※耐用年数経過後に現在と同じ延床面積で更新すると仮定して試算 

◆  公共建築物に係る40年間の更新費用【総合管理計画（Ｈ28.3）】 



今後必要な公共施設の更新費用 

 耐用年数経過後に現在と同じ延床面積で更新すると仮定して試算
した場合、40年間で必要な公共建築物の更新費用見込みの合計 
         

     約1235.4億円 
        （年平均約30.9億円） 
 

 施設類型別に見ると、学校教育施設が40年間で約506.6億円、次
いで、保健医療施設が約209.2億円と大きい金額です。 

◆  公共建築物に係る40年間の更新費用【総合管理計画（Ｈ28.3）】 



今後必要となる更新費用 

40年間 1年間 

公共施設 約1235.4億円 約30.9億円 

インフラ資産 約564.9億円 約14.1億円 

計 約1800.3億円 約45.0億円 

過去5年間の公共施設等への 
投資額の年平均 

約31.1億円 

約13.9億円 
不足 

今後必要な公共施設の更新費用 

◆今後必要となる更新費用試算額と投資的経費実績の比較 



公共施設等マネジメントの基本方針 

基本方針１  計画的保全による効果的な維持管理 

⇒  維持管理の適正化と予防保全により既存施設
を効果的に活用します。 

基本方針２  選択と集中による施設の適正化 

⇒  人口構成や財政事情等を勘案した身の丈に
あった適正な保有量を実現します。 

基本方針３  効率的な利活用の推進 

⇒  まちづくり・地域づくりの観点から施設を有効的
に賢く利活用します。 



〈個別施設計画の策定〉 

 

 総合管理計画にて、長寿命化等を定めた施設について、個別

施設計画等を策定。 

 

 長寿命化等を計画的に行うことによる財政負担の軽減、平準化

を見込む。 

 

総合管理計画策定後の取組 

（具体的な個別計画策定施設：羽島市文化センター、市内各小中学校施設 等） 
 

令和2年度 
個別施設計画を加味した総合管理計画の改定を行う予定。 
 



総合管理計画策定後の取組 

○更新・統廃合等を実施した施設 
        

  分野 整備等内容   

  

新規・改築等 

小・中学校、義務教育学校の空調機器整備（Ｈ28～29）   

  北部学校給食センター更新工事（Ｈ29）   

  小中学校トイレ改修工事（Ｈ30）   

  竹鼻中学校武道場整備（Ｈ30）   

  新庁舎建設のための先行工事（Ｈ30）   

  
廃止 

羽島市民プール解体（Ｈ28）   

  青少年ホーム解体（Ｈ30）   

        



今後あり方の検討が必要な施設 

 羽島市公共施設等総合管理計画において、統廃合を含めあり方を検討をする旨記載されてい
る施設のうち、耐用年数が迫っている施設については今後のあり方を検討する必要がある。 

                

  
総合管理計画において、「統廃合」を含めあり方を検討する旨記載されている施
設のうち、「耐用年数-経過年数」が10年以下の施設 

  

  施設類型 施設名 建築年 築年数 耐用年数 
耐用年数 
-築年数 

  

  市民文化施設 市民会館 1968 51 50 -1   

  福祉施設 はしま福祉サポートセンター 1969 50 50 0   

  コミュニティ施設 福寿地域交流センター 1970 49 50 1   

  福祉施設 老人福祉センター 1973 46 50 4   

  福祉施設 いきいき元気館 1973 46 50 4   

  コミュニティ施設 堀津コミュニティセンター 1974 45 50 5   

  コミュニティ施設 福寿コミュニティセンター 1975 44 50 6   

  福祉施設 老人福祉センター羽島温泉 1977 42 50 8   

  コミュニティ施設 下中コミュニティセンター 1979 40 50 10   

                



県内他自治体の取組状況 

北方町（2023年構想） 

原 因 

既存施設の老朽化 
児童生徒の減少 

実 施 

３小学校と１中学校を９年制の義務教育校 
２校に統合 

2019（令和元）年8月22日読売新聞 



県内他自治体の取組状況 

岐阜市（2008年～2017年） 

 市内一部小学校（８校）を４校に統合 

市内中学校の校区の再編 
一部の新設には既存中学校を校舎利用 

実 施 

原 因 

居住人口の減少や児童生徒の減少 

2005（平成17）年8月30日旧市内小中学校の適正規模化・適正配置方針（岐阜市ＨＰ）より 



市民意識調査の結果 

現在ある施設は必要なの

で、現状維持を優先して考え

るべきである 
177 

15.2% 

現在有る施設の必要性を検

証し、人口や税収の規模に

見合った量まで削減するべき

である 
855 

73.4% 

その他 
46 

3.9% 
不明 

87 
7.5% 

全体：1,165 

【公共施設のあり方に対する今後の方策】 

調査目的 
市民の日常の公共施設の利用状況や施設
の管理・運営のあり方に対する考えを把握
することを目的に実施 

調査対象 市内に居住する18歳以上の市民2,000人 

抽出方法 住民基本台帳による無作為抽出法 

調査方法 郵送によるアンケート調査 

調査期間 平成27年8月14日（金）～9月7日（月） 

回答数（回答
率） 

1,170人（58.5％） 



市民意識調査の結果 
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不明 

その他 

交通の便が悪い施設 

利用されていない空間を放置している施設 

公共性が低い（民間で運営できる）施設 

維持管理や運営にかかる費用の高い施設 

市民のニーズに合わなくなった施設 

建物や設備が古くなっている施設 

一部の人・団体などしか利用していない施設 

他の施設と機能や用途が重複している施設 

稼働率や利用者数の少ない施設 

（%） 

調査目的 
市民の日常の公共施設の利用状況や施設の管理・
運営のあり方に対する考えを把握することを目的に
実施 

調査対象 市内に居住する18歳以上の市民2,000人 

抽出方法 住民基本台帳による無作為抽出法 

調査方法 郵送によるアンケート調査 

調査期間 平成27年8月14日（金）～9月7日（月） 

回答数（回答率） 1,170人（58.5％） 

【減らしても良いと考える施設】 



使用料、利用料収入の状況 

○使用料、利用料収入のある施設類型一覧 

施設類型
維持管理・運営

費
（万円）

使用料、利用料収
入

（万円）

維持管理・運営費
に占める

使用料、利用料収
入の割合

減免割合
（件数ベース）

コミュニティ施設（コミュニティセンター） 13,907 327 2.4% 93.0%

市民文化施設（文化センター等） 26,710 4,534 17.0% 53.6%

社会教育施設（歴史民俗資料館） 2,296 127 5.5% 26.8%

スポーツ施設（運動公園等） 3,801 682 17.9% 35.2%

福祉施設（福祉ふれあい会館等） 7,431 3,033 40.8% 57.1%

防災施設（防災ステーション） 464 24 5.1% 26.1%

※平成29年度の数値
※防災ステーションは、「健幸ステーションはしま」を除きます。
※減免とは、あらかじめ定めた基準に従い、使用料・利用料を減額又は免除することです。

施設使用料、利用料の適正化に向けた見直しが必要 



施設使用料、利用料の減免措置廃止、適正価格の検討・改定 
○コミュニティ施設、市民文化施設、スポーツ施設等の市有施設の減免措置
廃止、使用料、利用料の適正価格を検討・改定 

老朽化した公共施設等の整理・合理化 
○老朽化した公共施設等の整理・合理化で維持・更新費用の圧縮 

今後の適切な施設管理について 

公共施設等検討委員会を設置。 
今後の施設のあり方について検討していきます。 

〈令和3年度から順次見直しを行います。〉 

〈              〉 


